
[bookmark: _GoBack]事業計画の変更等について
　交付面積等が変更になる活動組織等については、事業計画を変更する必要があります。
　変更（新規含む）に係る事務手続きについては以下のとおりです。

１．事業計画の変更（新規含む）手続きについて
（１）事業計画の事前確認（活動組織等→市町村→道協議会）
活動組織等から市町村への事業計画の変更申請に先立ち、多面的機能支払交付金実施事務取扱要領（平成29年5月11日付け農設第124号農政部長通知）第３の３及び第５により、道協議会が変更後の事業計画を確認することとなっております。
つきましては、市町村は活動組織等から事前に提出のあった変更後の事業計画を取りまとめのうえ、次の期日までに道協議会へ送付してください。
なお、新規採択地区についても同様の扱いとします。

○提出日 ： 平成３０年　４月２５日（水）まで
※１　道が予定する市町村への予算割当時期などを勘案し設定していますので、上記期日まで提出してください。
※２　新規組織について
新規組織の事業計画提出期限は、国の多面的機能支払交付金実施要領により開
始年度の６月３０日までに市町村に提出するとされていますが、設立総会等を了し随時提出されるよう組織へのご指導をお願いします。

（２）確認結果の通知（道協議会→市町村→活動組織等）
（１）で提出のあった変更後の事業計画を道協議会で確認し、記載内容に修正が必要な場合は、修正箇所を明示して確認結果を市町村に送付します。
また、市町村は道協議会からの確認結果を活動組織等に通知するとともに必要な指導・助言を行います。

（３）変更後の事業計画の認定申請（活動組織等→市町村）
活動組織等は（２）の通知を踏まえて必要に応じて修正等を行い、事業計画の認定申請を行います。

（４）事業計画の認定（市町村長→道協議会）
市町村長は、変更後の事業計画を認定したときは、遅滞なく、関係書類の写しを道協議会に送付します。

２．変更後の事業計画の認定申請に係る書類等の扱いについて
（１）事業計画の変更に伴う申請
事業計画の変更を必要とする事案に応じて、「変更申請」と変更の「届出」に分類されます。各々に該当する扱いは次のとおりです。

	区分
	①認定された内容の「変更申請」
	②認定された内容の「届出」

	変更事案
	・保全管理する対象農用地面積の変更
・保全管理する対象施設の変更
・交付単価の変更
・対象組織の変更（合併・分割等）
・活動の追加、中止又は廃止
・活動期間の延長
	・左記以外の変更
（例）
・役員の交代、構成員の変更が生じた場合
・遊休農地を一部解消した場合　等　　


	申請時期
	上記のいずれかの変更が生じたとき

	変更があった年度の実施状況の報告時又は翌年度の交付申請時のいずれか早い期日


	提出書類
	変更があった事業計画
（活動計画書等を添付）
	変更があった事業計画
（活動計画書等を添付）

	手続き
	上記１の該当手続き
（１）（２）（３）（４）
	上記１の該当手続き
（１）（２）
※（２）の修正後の書類を市町村を経由して道協議会へ提出


　※　「施設の長寿命化」の活動を農地維持及び資源向上（共同）に係る交付金で実施する場合は、活動計画書に位置付ける記載方法等について道協議会と協議してください。

（２）作成する書類
事業計画の変更（新規含む）手続きにおいて活動組織等及び市町村が作成する書類は、当初の認定申請時と同様に下記の通りとなります。
また、「変更申請」と「届出」で必要となる書類に違いがありますので、確認してください。
【活動組織等】
	
様式名
	
様式の名称
	組織分類
	申請方法

	
	
	活動
組織
	広域
組織
	変更
申請
	届出

	様式6-6
	事業計画の認定の申請について
	○
	○
	○
	

	様式6-5
	事業計画
	○
	○
	○
	○

	道様式1号
	活動計画書（区域図含む）
	○
	○
	○
	○

	別記6-1
	活動組織規約（参加同意書含む）
	○
	
	○
	○

	別記5-1
	広域協定書（図面、別表（協定対象農用地及び施設）、参加同意書含む）
	
	○
	○
	○

	別記5-2
	運営委員会規則
	
	○
	○
	○

	様式1-12
	工事に関する確認書
	注
	注
	注
	注


注：工事に関する確認書は、土地改良区等市町村以外の者が所有または管理する施設を活動対象とする場合に必要。

【市町村】
	
様式名
	
様式の名称
	申請方法

	
	
	変更
申請
	届出

	様式1-5
	事業計画の認定について
	○
	



３．事業計画等作成書類の様式について
　　関係する主な様式は、次のホームページにファイルを掲載しますので、アクセスのうえ取得してください。
○　掲載するホームページ　→　水土里ネット北海道　http://www.htochiren.jp/
○　掲載場所等
　・トップページ右側にある　「多面的機能（多面的機能支援コーナー）」をクリック
　 　http://www.htochiren.jp/tamen/tamen.html
　・ＮＥＷＳにある、メール件名と同じ記事をクリックしてダウンロード
○　掲載様式
1_事業計画書の事前提出について_道参考様式1（第3関係）_（組織→市町村）
※ 1_に添付する事業計画等の様式
　　2_多面的機能発揮促進事業に関する計画の認定の申請について_国様式第6-6号_（組織→市町村）
　　3_多面的機能発揮促進事業に関する計画_国様式第6-5号
　　4_多面的機能支払交付金に係る活動計画書及び（別紙）認定対象区域図面_道様式第１号［国様式第1-3号］
　  5_規約（別紙）参加同意書_国様式別記6-1（別紙）※参加同意書様式のみ掲載
6_広域協定書（別紙）参加同意書_国様式別記5-1（別紙）※参加同意書様式のみ掲載
　　7_工事に関する確認書_国様式第1-12号
※ 事業計画の認定等の様式
　8_事業計画認定通知書_国様式第1-5号_（市町村→組織）
　9_多面的機能支払交付金に係る事業計画の認定について（報告）_道参考様式2（第4の2関係）_（市町村→道協議会）_市町村から道協議会へ認定後の関係書類を提出する際の通知文




